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〇上場を目指した会社（原告）が資本政策を巡
り、コンサルティング業務委託契約を締結し
た公認会計士（被告）に対して提起した損害
賠償請求事件（令和6年（ワ）第23524号）。
東京地方裁判所（高橋貞幹裁判官）は令和8
年2月19日、株式や新株予約権の払込金額
等の募集事項は、原告の株主総会やその委任
を受けた取締役の決定事項であるとし、被告
の公認会計士の行為は業務委託契約上の善管
注意義務に違反するものとは認められないと
判断し、原告の請求を棄却した。

主　　文

1　原告の請求を棄却する。
2　訴訟費用は原告の負担とする。

事実及び理由

第1　請求
　被告は、原告に対し、1331万2412円及びこれ
に対する令和6年9月8日から支払済みまで年
3%の割合による金員を支払え。

第2　事案の概要

　本件は、公認会計士である被告との間でコン
サルティング業務委託契約（以下「本件業務委
託契約」という。）を締結した原告が、①被告
が、M（以下「M」という。）及びP株式会社
（以下「P社」という。）が原告に出資した直後
に原告の株式評価額を3倍強に引き上げ、原告
の代表取締役であるF（以下「F」という。）と
M及びP社の株式保有数を同数にする資本政策
を作成し、原告の利益のために業務を行わず、
Mサイドの利益のために業務を行っていた、②
上記の原告の株式評価額の引上げにより、Mか
ら原告の新株予約権の譲り受けることを予定し
ていた被告が低い新株予約権行使価額で原告の
株式を入手する一方、原告は低い新株予約権行
使価額で被告に株式を付与することとなり、利
益相反行為である、③被告が、法人税の青色申
告やその承認申請手続に関する説明をしなかっ
た、④被告が、本件業務委託契約の委託業務に
関する被告の作業内容及び作業時間の報告書を
原告に提出しなかった、⑤被告が、Fが原告に
新株予約権行使の対価として特許権を現物出資
した場合のFの課税リスクについて説明をしな
かったとし、上記③によって原告が青色申告に
よる欠損金の繰越をした場合の減税相当額1131
万0412円の損害を被り、上記①、②、④及び

資産政策を巡る会計士に
対する損害賠償請求事件
東京地裁、会計士に善管注意義務違反なし

判決事例紹介未公開

　本誌1136号40頁で紹介した損害賠償請求事件の判決について、一部仮名処理した上で紹
介する。
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